
規制改革会議

運輸ＴＦ ヒアリング

参考資料

平成１９年１０月
国土交通省



404 404 406 414
430

444 451

485
511 516 513

41 39
15 5

0

100

200

300

400

500

600

700

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

事業者数

新規参入事業者数

（年度末）平成

１．乗合バス事業者数の推移

（事業者数）



15

9

8

3
1

18

30

5

6

1

4

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

14 15 16 17

子会社化

２１条から切替

新規参入

年度

事業者数

41
39

15

5

２．新規参入事業者数の推移
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３．乗合バスの輸送人員の推移
（保有車両30両以上）
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12年度経常収支率 18年度経常収支率

４． 地 域別経常収支率
（保有車両30両以上の民営事業者）


